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 日程第１、一般質問を行います。 

 順次発言を許します。 

 ８番 古橋智樹君。 

［８番 古橋智樹君登壇］ 

○８番（古橋智樹君） 

 おはようございます。 

 平成28年第１回定例会に当たり、通告に従いまして一般質問を行います。 

 まず、第１点目の「中学校制服ジャージ千代田地区新デザインは児童生徒の総選挙で」につい

て伺います。 

 霞ヶ浦地区は、統合に合わせてデザインを決定しました。子どもの数が減るという現実に千代

田地区の統廃合理化計画を決められない責任の現状であります。これらのことから、市民の醸成

を改める提案として、千代田地区中学校制服・ジャージ新デザイン児童生徒総選挙で図ることを

進言します。 

 ついては、千代田地区は、千代田中、下稲吉中の将来的な適正規模を踏まえ、デザインは統一

でも別々であっても、現役生徒に限らず、後に進学する小学校児童、保育所、幼稚園から18歳未

満等の卒業生まで、選挙年齢の法改正の啓発活動に伴い、デザインを模擬選挙で選ばせることも

あわせて申し上げます。 

 さらに、地方創生において、当市提案の事業化できなかった子どもたちの希望を果たすために

も、トータルなまちづくり意識でこれらに取り組むべきであろうという願意を含め、既存デザイ

ンの経過年数と現状の評判とともに、市長の取り組み価値のご見解を伺います。 

 次いで、第２点目の「国道６号の騒音振動公害と渋滞による経済損失～続編」について伺いま

す。 

 １項目め、騒音については、土田地区で要請値70デシベルからマイナス３デシベルであったと

の答弁でしたが、土浦市との行政界の中貫隣地では、要請値70デシベルを超えていたということ

です。この一昨年からの市町村権限移譲による矛盾を国・県はどのように市民に説明できるのか

伺います。 

 ２項目め、魅力度最下位の根源である国道１桁号線の慢性渋滞による経済損失を、国・県はど

のように解消を、いつ計画しているのか伺います。 

 ３項目め、振動調査が同様に権限移譲されたが、騒音調査等との連携がとれていないように見

受けるが、法令等でどのように規定されているのか。事務吏員の裁量ならば、受託業者の慣例意

向ではなく、市民の意向ではないのか伺います。また、国道６号近隣の振動調査測定の現況につ

いて伺います。 

 ４項目め、国の防災用ＩＴＳスポットの設置は、設置したボックスがポールの太さの２倍の形

状ともなり、警察のボックスに比べ、全く配慮がない設計であり、交通の視野やほか看板視界を

遮り、その設計を認め設置した国は、それら是正する動きもない交通安全の意識や弱者配慮が完

全に欠けたそれら姿勢が、当市内などの国道６号線の扱いに加えて、国の経済損失の垂れ流し公

害そのものであります。かすみがうら市として、これらを国に再認識させることについて伺いま

す。 
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 次いで、第３点目、「給食の産地表記の現況～消費者行政の責任とＴＰＰ対策米トレ法令等遵

守について」伺います。 

 東日本大震災の残留放射線の問題以降、当市内学校、保育所等での給食は、混乱の中、産地等

表記の扱いがおざなりとなったままであります。今般のＴＰＰの食の安全対策や農水省が徹底し

ている米トレーサビリティ法のコンプライアンスを履行するためには、今、消費者行政としての

責任や防災意識を再構築する時期として、未来を担う少数精鋭の子どもたちに、もっと責任を持

った行政であるべきであろうと考えます。給食等の都道府県未満の市町村地区産地、外産の配合

率、放射線等確認の取り組みや情報公開について、今後もなおざりとなるのか現況とともに伺い

ます。 

 次いで、第４点目、「利用がいまだ決まらない歩崎観光交流センターに活路はあるのか」につ

いて伺います。 

 １億5000万円の建設費で前市長から引き継ぎ、当センター設置１年も利用者公募にいまだ活路

なく、デッドストックとなっています。市長は、この状況でもこの施設に親心を持って施設の活

用を見出さなければならない責務があります。現在の取り組み状況を伺います。 

 最後に、第５点目、「坪井市長２期目２年の政治姿勢～未来に夢と責任を持った決められる政

治を」について伺います。 

 これまで２期目２年の実績自負、そして、これまでの答弁姿勢の「検討するということを考え

たいというふうに思う」などの市民の夢や希望を持っていただくには、決断としては、この遠い

言い回しが、かすみがうら市の将来と市民に対する思いが欠如すると懸念されます。 

 今後の残り任期２年の市長ご自身のアイデア実現、議会や役所内ボトムアップ、各界や市民意

見提案の対処などの未来に夢と責任を持った決められる政治姿勢について、市長の考えを伺いま

す。 

 以上、第１回目の質問といたします。 

○議長（藤井裕一君） 

 答弁を求めます。 

 市長 坪井 透君。 

［市長 坪井 透君登壇］ 

○市長（坪井 透君） 

 古橋議員の質問にお答えをいたします。 

 初めに、１点目の中学校制服等のデザインについては、教育長からの答弁とさせていただきま

す。 

 次に、２点目、国道６号の騒音振動公害と渋滞による経済損失について、総括としてお答えを

いたします。 

 古橋議員の国道６号におけます渋滞緩和対策など、かすみがうら市の発展に寄せる思い、情熱

や緊張感、あるいは内的なエネルギーといったものを強く感じる質問を賜りました。私も行政に

携わる者として、議員同様、長期的な視点に立ち、さまざまな角度から国道６号バイパスの開通、

早期の着工を目指して努力してまいりたいと考えておりますので、ご理解とご協力を賜りたいと

思います。 
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 次に、１番、騒音については、環境経済部長からの答弁とさせていただきます。 

 次の２番、慢性渋滞による経済損失の解消についてお答えをいたします。 

 慢性的な交通渋滞によりまして、経済的な損失とあわせまして、迂回や渋滞による生活環境へ

の影響等も危惧されているところであります。このことから、国の直轄事業として、平成９年に

土浦市中貫から石岡市東大橋までの15.7キロメートルが都市計画決定をされまして、現在、市川

地内から東大橋までの5.8キロメートルについて、県の負担を受けた工事に着手をしているとこ

ろあります。 

 本市での渋滞を解消するためには、認可計画のとおり清水から上土田までのバイパス化の事業

決定が肝要と考えておりまして、昨年末には、新たに県下18自治体によります設立をした「茨城

県国道６号整備促進協議会」において、茨城県知事への要望を初め、国交大臣、さらには関東地

方整備局長へ要望活動を実施をしてまいりました。 

 国交大臣のほうからは、千代田・石岡バイパスについての言及がございまして、地元のご協力

をいただければというふうに思っており、全体的にしっかりと整備を進めたいと考えているとの

回答がございました。また、関東地方整備局長からは、国道６号は全体の４分の３が１車線であ

りまして、機能アップが大事であるとの認識が示されたところであります。 

 なお、先月の16日に、本市単独で水戸市にあります常陸河川工事事務所へ要望を行ったところ

でございます。今後とも、要望活動を継続的に実施をしてまいりたいと思います。 

 次に、３番、振動については環境経済部長から、４番、防災用ＩＴＳスポットについては総務

部長から、３点目、給食の産地表記については保健福祉部長及び教育部長から、４点目、歩崎交

流センターにつきましては市長公室長からの答弁とさせていただきます。 

 次の５点目、私の政治姿勢についてお答えをいたします。 

 私は市長就任以来、「対立」ではなく「対話」を基本にした政治運営に努めてまいりましたが、

これまで実施した事業を精査をし、必要に応じて見直し、あるいは凍結した事業もございます。 

 本年は、少子高齢化の進展に的確に対応し、人口減少に歯どめをかけ、東京圏への人口の過度

の集中を是正することを目的としました「かすみがうら市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を

スタートするところであります。 

 この中で、「子どもミライプロジェクト」など、若い世代に焦点を当てました施策や事業を積

極的に進めてまいりたいというふうに考えております。 

 また、これに先立ちまして、私は地場産業の拡大や６次産業化の促進などを図るため、時間の

許す限り、各企業や事業者間を訪問し、トップセールスに努めているところでございます。 

 これからも私の政治信条であります「市民協働によるまちづくり」を目指して、市民との対話

を基調として、さまざまな事業に着手してまいりたいと思いますので、より一層のご理解とご協

力をお願い申し上げます。 

 以上でございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 教育長 大山隆雄君。 

［教育長 大山隆雄君登壇］ 

○教育長（大山隆雄君） 
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 １番目、１番、「千代田地区中学校制服・ジャージ新デザイン児童生徒総選挙で図ることにつ

いて、既存のデザインの経過年数と現状の評判とともに、市長の取り組み価値の見解を伺う」と

のご質問にお答えいたします。 

 現在の千代田地区中学校の制服及びジャージのデザインの状況等についてでございますが、下

稲吉中学校の制服につきましては、昭和56年の創立当初から同じものを使用しており、特に問題

はなく、現在見直しの予定はないとのことでございます。ジャージについても創立当初から同じ

ものを使用しておりますが、学年ごとに色が異なるデザインであり、保護者から全学年同じ色に

統一すべきであるとのご意見があることから、平成28年度にデザインの見直し作業に取り組む予

定とのことでございます。 

 また、千代田中学校の制服については、創立当初から同じものを使用しており、デザインが古

いなど生徒からの意見がございますが、現在見直しの予定はないとのことでございます。ジャー

ジについては、既存のデザインが販売中止となったため、平成23年度に新しいデザインに切りか

えられております。新デザインについては、生地が薄いため破れやすい等の意見もありますが、

生徒や保護者からも好評を得ているとのことであります。 

 なお、新デザインの選考に当たっては、既存の取り扱い業者が作成したデザイン２点を学校に

展示し、保護者及び生徒にアンケートを行い、その結果をもとに学校とＰＴＡで話し合って決定

したとのことでございます。 

 制服やジャージ等の選定については、通常、学校で保護者や生徒の意見を参考にして決定して

いるのが現状でありますが、議員のお考えにあるように、制服やジャージのデザインが新しいも

のになって学校生活の活性化につながるものと考えます。 

 また、生徒に自分たちの身近なものについて考え、意見を集約するような作業を行うことは貴

重な体験にもなると思いますので、今回ご提案していただいた件につきましては、今後学校側と

よく相談していきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 環境経済部長 根本一良君。 

［環境経済部長 根本一良君登壇］ 

○環境経済部長（根本一良君） 

 それでは、私から古橋議員ご質問の大きな２点目の「国道６号の騒音振動公害と渋滞による経

済損失～続編」について、前回の12月定例会に引き続きご質問をいただきました。若干重複する

部分があろうかと思いますけれども、順次お答えさせていただきます。 

 まず初めに、本市と土浦市において実施した自動車騒音測定についてでございます。 

 自動車騒音の常時監視は、自動車騒音の状況と対策の効果等を把握し、自動車騒音公害防止の

基礎資料となるよう、自動車の運行に伴い発生する騒音に対し、地域がさらされる年間を通じて

平均的な状況について、全国を通じて継続的に把握することを目的とし、平成24年度に県より権

限移譲されたものでございます。 

 本市では、平成25年度に国道６号の騒音測定を実施しており、要請限度については、昼夜間と

もに基準値を満たしている状況でございます。土浦市におきましては、平成26年11月に本市と行
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政界付近、中貫地内において騒音測定を実施しており、夜間の環境基準が若干超過しているもの

の、過去の測定結果の状況、道路周辺の生活環境、市内の環境基準達成度、市としての優先課題

に基づく判断から、騒音規制法第21条の２に基づく測定は行わず、要請及び意見陳情には至って

いない状況でございます。 

 今後につきましては、国道６号を初めとする市内の主要幹線道路の自動車騒音常時監視調査を

引き続き実施し、近隣市における調査状況など関係する情報収集に努め、快適な住環境の保全に

努めてまいりたいと考えております。よろしくお願いいたします。 

 続きまして、３点目、振動測定調査と自動車騒音常時監視との連携についてお答えいたします。 

 地方分権一括法により振動規制法につきましても、騒音規制法と同様に茨城県より権限移譲さ

れました。振動測定につきましては、振動規制法第９条に基づき行います。同法では、自動車騒

音常時監視のような継続的な測定報告義務ではなく、主に建設作業場などからの苦情に基づく実

態調査となっております。 

 ご質問の国道６号近隣の振動調査に至った経緯でございますが、平成23年度に県道石岡つくば

線の開通に伴い、道路隣接住民から自動車の騒音と振動による苦情が茨城県と市に寄せられてお

りました。実態を把握すべく平成24年度に自動車騒音常時監視を行い、さらに平成27年３月に道

路交通振動調査を実施したものでございます。調査結果につきましては、騒音、振動ともに基準

値を満たしている状況でございました。 

 以上、振動調査に至った経緯を述べさせていただきましたが、今後につきましては、住民の快

適な生活環境の保全に努めるべく適時対応してまいりたいと考えております。よろしくお願いい

たします。 

○議長（藤井裕一君） 

 総務部長 小松塚隆雄君。 

［総務部長 小松塚隆雄君登壇］ 

○総務部長（小松塚隆雄君） 

 私からは２点目、４番、防災用ＩＴＳスポットについてお答えをいたします。 

 議員ご指摘の防災用ＩＴＳスポットにつきましては、交通事故や渋滞、環境対策、緊急地震速

報、また冠水情報などカーナビゲーションシステムを通じまして、迅速な情報提供を図ることを

目的として、国が国道６号沿いに設置をしたものでございます。 

 災害時に活用できる交通システムとして期待されるところではございますけれども、ＩＴＳス

ポット用の鋼管柱に設置してあるボックスの大きさや位置を確認いたしましたところ、自動車の

運転者の視界を遮るおそれもあり、議員ご指摘のとおり交通安全確保の面で支障があるかと思わ

れます。 

 先日、土浦国道出張所へ問い合わせをいたしましたところ、以前、議員から常陸河川工事事務

所へ電子メールにてご指摘いただいた内容に基づきまして、現地での立ち会いも予定をしている

とのことですので、市といたしましても、今後の経過を注視してまいりたいと思います。よろし

くお願いをいたします。 

○議長（藤井裕一君） 

 保健福祉部長 金田克彦君。 
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［保健福祉部長 金田克彦君登壇］ 

○保健福祉部長（金田克彦君） 

 私からは３点目、「給食の産地表記の現況～消費者行政の責任とＴＰＰ米トレ法令等遵守につ

いて保育所に関する取り扱いについて」お答えをいたします。 

 保育所における食事につきましては、厚生労働省令第89号児童福祉施設最低基準第11条の規定

では、児童福祉施設において入所している者に食事を提供するときは、当該児童福祉施設内で調

理をする方法により行わなければならないとされており、その献立は、できる限り変化に富み、

入所をしている者の健全な発育に必要な栄養量を含有するものでなければならないとされており

ます。そのことから、子ども家庭課内の管理栄養士の資格を持つ職員が毎月献立を作成し、保護

者に配付をしているところでございます。 

 公立保育所で扱う食材につきましては、特に産地の指定はせず、価格を考慮しながら納入業者

が卸市場で仕入れを行っているため、茨城県産のものもございますが、食材によっては全国から

納入されているのが現状であります。 

 今後につきましては、納入業者は地元業者であるため、地産地消の考えに基づき、地元産の食

材、安全な食材を引き続き納入していくなど、納入業者と協議をしてまいりたいと考えておりま

す。 

 また、納入された食材は、大量調理施設衛生管理マニュアルによりまして、納入の時刻、室内

温度、納入業者名、品目、生産地、期限表示、異物混入など、毎日点検し記録を残すこととして

おります。 

 なお、保育所給食放射性物質の検査につきましては、１日２カ所の公立保育所及び私立保育所

等の給食食材サンプリング検査を行っており、また、空気中放射線量の敷地内検査を含め、その

結果をホームページへ掲載し、また、後日保護者に通知をしているところでもございます。今後

とも、安心安全な保育運営に努めてまいります。ご理解をいただきますよう、よろしくお願い申

し上げます。 

○議長（藤井裕一君） 

 教育部長 飯田泰寛君。 

［教育部長 飯田泰寛君登壇］ 

○教育部長（飯田泰寛君） 

 ３点目、１番、給食の産地表示につきまして、私からは、市内小中学校の状況を申し上げます。 

 学校給食としては、学校給食法第９条において規定をする「学校給食衛生管理基準」に基づき

まして、衛生管理の徹底に努めておるところでございます。特に食品の購入に際しては、点検を

行い、記録を残すことが義務づけられておりまして、実際の食品の検収では、納入業者名はもと

より、製造業者及び所在地、生産地、品質、賞味期限、消費期限、異物混入及び異臭の有無等々、

20項目近くを毎日点検をして記録を残すこととしてございます。 

 食材の産地の件につきましては、主食となる米については、かすみがうら市産こしひかりを使

用することに関しては周知のとおりでございますが、議員ご指摘のとおり、副食となる野菜や肉

等の産地については、県内産または国内産としているところでございます。 

 ただいま議員からは、その対応がおざなりとのご指摘がございました。今回のご質問の趣旨は、
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市内農産物の消費拡大、さらには生産者の活性化の観点を踏まえたものであるというふうに思わ

れます。食材の購入は、調理場を有する各学校で行うわけですが、地産地消の考えに基づきまし

て、地元産食材の活用について学校側と協議をしていきたいと考えております。 

 また、食材の表示につきましては、栄養教諭の先生方が毎月献立表を作成しまして保護者に配

付をしているところでございます。この中への表示の可能性について、先生方と検討してみたい

と思います。 

 なお、給食食材の放射線問題につきましては、これまでどおり毎日測定、これは１日３校、１

週間で14調理場を実施しておりますが、その結果は市のホームページで公表をしてございます。

参考までに申し上げますと、これまでは未検出という状況でございました。 

 以上でございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 市長公室長 木村義雄君。 

［市長公室長 木村義雄君登壇］ 

○市長公室長（木村義雄君） 

 それでは、古橋議員の４点目、歩崎の交流センターの質問にお答えをいたします。 

 交流センターにつきましては、農村漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関す

る法律に基づき「志戸崎地区活性化計画」を策定しながら、農山村漁村活性化プロジェクト支援

交付金事業を活用して建設をしたものでございます。 

 これまでの平成27年度の施設の利用状況につきましては、担当部署におきまして歩崎公園周辺

で開催をされますイベントにあわせながら、地場産品等の直売として活用をしてきたところでも

ございます。 

 これとはまた別に、本市では地方創生先行型事業の一つといたしまして、今年度サイクリング

プログラム事業の構築を実施してございます。その内容につきましては、交流人口の拡大と地域

活性化を目指し、サイクリングと地域産品を活用した商品の開発を行うものでございます。 

 このプログラムの構築に当たっては、首都圏在住でアウトドア志向のある20代から50代の若い

女性、カップル、ファミリー層を対象にネット調査など、また、本市に出向いていただき、ワー

クショップの開催等を行ってございます。その中で対象者の需要、いわゆるマーケティング調査

を進めてきたところでもございます。 

 この取り組みの結果から、事業展開を予定しているサイクリング事業、レストラン事業などを

組み合わせることにより、地域産品のＰＲや商品開発、地元の農家と連携をいたしました６次産

業化へ向けた取り組みなど、個々の取り組みをパッケージした総合的プロデュース事業を展開す

ることがより高い効果を生み出すものと判断をいたしました。 

 そこで、茨城県や近隣の市町村とも連携をしたサイクリングの拠点であります歩崎公園一帯を

新たな産業・雇用を生み出す重要箇所として位置づけたわけでもございます。実施に当たりまし

ては、ご指摘をいただきました交流センターを事業の拠点として活用し、機動性のある事業展開

を実施すべく、民間が主体となり、市の活性化を目的とした法人の設立へ向けた協議を進めてい

るところでもございます。 

 設立する法人につきましては、地域全体の観光マーケティング・マネジメントを集約した観光
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ＤＭＯという観点から、民間の力、金融機関のネットワーク、また、大学等の創造力、そして行

政が加わり、官民連携による事業の相乗効果を狙うものでございます。 

 核としているサイクリングイベントの運営に当たっては、こうした交流センターを活用したレ

ストランやマルシェ事業、地域住民とのワークスペースの活用、そして６次産業化事業との連携

が重要と考えており、早い段階で法人の自立化を目指し取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 まず、１回目のご答弁ありがとうございました。 

 再質問をさせていただきます。 

 まず、１点目の中学校の制服について伺いたいと思うんですが、過日行われました霞ヶ浦地区

の小学校の統合による現在５つの閉校式、私、全て出席させていただきましたが、まさしく子ど

もたちの表情をどう一言で捉えたかと申しますと、非常に健気だ。健気という意味を辞書で引い

ていただいたそのもの、大変心強くもあり、何とか行政の一員として立派な大人になるために応

援してやりたいと、子どもたちの顔を思うたびに切に願ったところであります。 

 霞ヶ浦地区のその健気な子どもたちとともに、やはり千代田地区もるる統廃合に関しては議論

がありますけれども、即刻実行ではなく、今の段階で、やはりその霞ヶ浦地区の子どもたちの健

気さに千代田地区も応えなければならないというふうに思う次第であります。そして、その応え

るためには、行政がリードして、その応える機会をコーディネートするよう努めなければならな

いと考える次第でございます。 

 先般、かすみがうら市市民の皆様のご理解をいただきまして、10周年ということで式典も行わ

れたところでありますが、その式典の中でもお話が出てきたような、かすみがうら市としての連

帯感、一体感、こういったものに照らし合わせますと、霞ヶ浦地区だけが健気にも子どもたちが

頑張っている、いや、千代田地区は何も動かないのか、やはり千代田地区にも何かの形で地域を

盛り上げる、そういった努力が必要であろうと思うわけでございます。 

 このタイミングを検討などという言葉で１年も２年もあけて、間があいたところで何か事業展

開されても、時を、タイミングを失ってしまう、その事業も効果がなかなか発揮されない、やは

りここでタイミングをしっかり捉えて行政として動くということが大事でありますが、こういっ

た考え方に基づいて、まず教育委員会の部門として、何か千代田地区、そういった霞ヶ浦地区へ

応える配慮というものを具体的に何かご検討された、もしくは教育長、教育部長なりに配慮した

いというお考えはありますか。お尋ねいたします。 

○議長（藤井裕一君） 

 教育長 大山隆雄君。 

○教育長（大山隆雄君） 

 ただいまの古橋議員さんの質問にお答えします。 

 私も７校のうち５校を閉校式という形で、27日、一応とりあえず２回分という形で終わったわ

けですけれども、本当に寂しいなと、これが開校とか、あるいは新設とか、そういう形であるな
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らばどんなに活気のあることであるかというような中で、本当に寂しさを強く感じた者の一人で

ございます。 

 挨拶の中でも私も言わせていただきましたが、これで終わりとかというのではなくて、これを

一つの契機として、さらに25年に作成したかすみがうら市小中学校適正規模化実施計画、これに

沿って進めていくことも、あわせて教育委員会として考えていかなければならない一つの方向性

なんだろうなというような思いを強くしたわけでございます。 

 新年度になってから、一応これは事務方としての一つの段階ではありますけれども、新年度に

なってから小学校の統合に関する地域懇談会というようなものを開催して、地域の皆さんのご意

見をお聞きしたいというようなことを考えているというところが現在ありますので、一応そのあ

たりについてお話をさせていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 ご答弁ありがとうございます。 

 本当に統廃合の話にストレートに持っていくということですけれども、私は、余りにも直球過

ぎるなというのが私の感想です。だからこそ、私は今回この制服の件を引っ張り出して伺ってい

るんです。いきなり統廃合の話になると、いろいろ考えをお持ちの方、これまでいろいろ論議が

あった中ですから、また、もう議題となると、それぞれの皆さんがやはり心を閉ざした形の中で

論議になってしまうんですよね。そうすると、なかなか建設的な展開にならないと思うんです。

だからこそ、こういった制服を引き合いにして、霞ヶ浦地区の子どもたちの健気さにも応えると

いうことで申し上げているんです。 

 千代田地区の中学校の制服を切りかえるとしても、その切りかえる制服代は原則100％保護者

の皆さんが負担いただいていることだから、私が言っていることは、角度から見れば出しゃばっ

ているようなことかもしれません。学校も特に問題ない、それはもちろんのことだと思います。

私は、地域の活性化に結びつける、さらには定住化促進ということでも、非常にデザインを有効

的に切りかえるというタイミングで、この時期に取り組むべきだろうというふうに思うわけでご

ざいます。 

 何せ千代田地区の学校統廃合に関しては、評判が悪く、消極的なイメージになっておりますか

ら、そういったものを払拭するためにも、制服を評判がよくなるおしゃれなデザインを子どもた

ちに、そして、将来進学する小学生たちにも選ばせるという取り組みで、私はイメージを持って

訴えているわけでございます。 

 地方創生で私も会議のほうに出させていただく機会があったんですが、その中でも定住化促進

ということで、空き家バンクを初め、いろいろな施策をこれも取り組んでいくという準備を整え

ていらっしゃるようですけれども、その中で私、現在アパートにお住まいの方、さらにはお子さ

んが小学校、中学校に通われている方という市民の方もいらっしゃるわけですけれども、そうい

う方にこそ、かすみがうら市の中に土地を求めてお住まいいただく、そういうためにも、今度、

中学校の制服がかわいくなったよ、格好よくなったよ、子どもをぜひ下稲吉中学校、千代田中学
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校に進ませたいからどこか土地を探そうかななんて、そういうきっかけもあると思うんですよね。

だからこそ、このように制服を、もう30年もたっている、下稲吉中学校でさえ30年以上そのまま

ですから、当時のデザインではなく、今どきのデザインなのか、それか伝統的な制服のデザイン

か、そういった議論も子どもたちに投げかけてやれば活性化につながる。しかしながら、保護者

たちが100％原則負担する制服に、行政が出しゃばるのならば、何として応える機会に努めるか

と申し上げると、そこにやはりいいデザイン、少しはプロにかかったデザインを選ぶ、出入りし

ている納入業者の既成のデザインを寄せ集めるのではなく、どういうデザインがいいのかという、

もっと立派なデザイナーが務めたようなデザインを見てみたいというのであれば、そういうデザ

イン料を市が面倒を見てやる。そういったことで提案する口実になると思うんです。市長、いか

がですか。何の子どもたち100％負担の中に、制服をそろそろ切りかえたらどうだというよりは、

いいデザインをとるような予算を幾らか検討するから、そういうことで学校を盛り上げてはいた

だけないだろうかという、そういう地方創生、定住化促進という考え方なんですが、評価お願い

できますか。 

○議長（藤井裕一君） 

 市長 坪井 透君。 

○市長（坪井 透君） 

 学校の制服が、学校に与える、あるいは地域に与えるイメージは大変大きいと思います。そう

いう中で、今ご提案のありましたような制服について、少しは考えてみるということも一つの地

域づくりの、あるいは、また学校づくりの大きなきっかけになってくれると思っています。 

 現状につきましては、先ほど教育長から答弁があったとおりでありますが、そういった視点か

ら学校サイドともちょっと協議をして、そういったことについて少し考えてみたいというふうに

考えていますので、よろしくお願いをしたいというふうに思っています。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 この制服アンケート等で保護者と生徒がお選びになったという経過がありますけれども、せっ

かくですから、18歳に選挙の年齢が下がるということで、総務課も選挙管理委員会として早速給

食のメニューの投票などをされたというご報告もいただきましたけれども、まさにこういう自分

たちが着るものをもっと親身になって、給食はその日だけですけれども、毎日着る地域のイメー

ジの一つを担うということでテーマとするならば、そのデザイン案を子どもたちがこういうのが

いいんだというのを、小学校に出向いて生徒がプレゼンテーションをする、そういう選挙の選ぶ

ほうではなくて選ばれるほうとしての学習の機会も、この制服に限らず考えるべきだなというふ

うに申し添えさせていただきます。 

 私は、この質問が、子どもたちの新しいデザインで喜ぶ顔見たさや一部のコスプレ趣味だけで

聞いたのではございません。最少の経費で最大の効果を挙げる、定住化促進の即効性のある策と

して少しはご認識いただけたかなと思いまして、次の再質問に移らせていただきます。 

 国道６号の騒音振動についてお尋ねしますが、先ほど市長のほうから、現在の国土交通省の石

井大臣、それから関東整備局長に陳情に伺ったということでありますけれども、前回ご答弁あり
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ました、茨城県全体としての連絡協議会に切りかわったということでの初めての陳情になるんで

すか。そのあたりも含めて、いつ、どういうメンバーで、市長さん方はどういう形で今回、丸々

４分の３が片側１車線だから全部直してくれということではなくて、行政の技術的にどの部分を

まずやることが経済損失を小さくできるということで、そういうことで話がありましたら、もう

少し踏み込んでご答弁いただければと思います。 

○議長（藤井裕一君） 

 土木部長 渡辺泰二君。 

○土木部長（渡辺泰二君） 

 茨城県国道６号整備促進協議会の要望活動の内容についてお答えをいたします。 

 北茨城市長を会長とする国道６号沿線自治体18市町村で構成をし、平成27年11月13日に設立を

されたものでございます。平成27年12月24日に実施をいたしました国土交通省要望活動につきま

しては、千葉県では既に全区間４車線化がされており、福島県いわき市においても４車線化等の

整備が行われている状況を踏まえ、東北圏の４車線化率は３割にも満たない現況であることから、

要望活動を行ったものでございます。 

 当日は、会長でございます北茨城市長を初め、副会長の日立市長、坪井市長などの６名の首長

と６名の副市長、ほかに代理者合わせて14名及び茨城県土木部技監兼道路維持課長の同行をいた

だき、県内における６号国道の現状や本来の役割等を訴え、路線全体のより一層の機能強化を図

るための整備・計画などの取り組みにつきまして特段のご理解とご協力をお願いする旨の要望書

を提出いたしました。 

 国土交通省におきましては、国土交通大臣、道路局長、関東地方整備局においては、局長、道

路部道路企画官と面談・要望活動を実施いたしました。あわせて、副大臣、政務官、事務次官及

び県内選出の国会議員に要望書の提出を行ったものでございます。 

 中央においても、市長答弁のとおり、ご理解をいただいているところでもありますので、引き

続き、多方面から要望活動を展開し、早期の事業化を目指してまいりたいというふうに考えてご

ざいます。 

 以上です。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 答弁ありがとうございました。 

 石井大臣、それから関東道路整備局長、コメントがもうちょっと具体的にあったかと思うんで

すが、それは建前として、地権者の協力があれば事業化に向けて進めていきたいというのは、こ

れは陳情があればお決まりの常套句ですから、具体的にもうちょっとわざわざ首長の皆さんそろ

って行ったわけですから、石井大臣もコメントいただいたと推察するんですが、先ほどよりもも

っと前向きに、かすみがうら市に限らず、地域が国道６号周辺、さらには茨城県が喜ぶようなコ

メントをいただけなかったんでしょうか、伺います。 

○議長（藤井裕一君） 

 市長 坪井 透君。 
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○市長（坪井 透君） 

 要望の際、私が大臣室に入りまして直接陳情をいたしました。その中で、千代田石岡バイパス

につきましても石井大臣が触れられまして、この路線につきましては、こういった渋滞も理解も

していますし、それから、そういう中で前に進むにはどうしても石岡の例の反対の関係ですね、

ここが一番心配していると。そこを何とか障害が取りたいんだと、そんなことも踏み込んで発言

をされました。それについても、ぜひひとつ協力をいただきたいということでお話をいただきま

したので、私も全力で頑張りますというようなことで、今回要望についてはそういった内容で終

わっているところでございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 国はどういう関東地区の道路、特にこの北関東を整備しているかということで、私もそういっ

た携わる筋からお話を伺いますと、まずは圏央道を防災・減災のために早期着工を目指している

ということなんですが、それ以降にどういうふうに国道６号を取り組むかという、そういうこと

は石井大臣からはお話はなかったんですか、市長。 

○議長（藤井裕一君） 

 市長 坪井 透君。 

○市長（坪井 透君） 

 その際、先ほど土木部長からお話ありましたように、６号全体がこの関東近県の中で大変おく

れている整備状況だと、そういう中で、そもそもこの促進協議会がそういったことでつくった関

係がございまして、県全体の国道の整備を前に進めようというようなことでつくった関係もござ

いまして、その話をさせていただきました。 

 そういう中で、石井大臣からは、地元出身ということもございまして、お住まいが多分つくば

だと思いますけれども、そういう点で非常に地元の状況をわかっていまして、水害も含めた復興

について全力で頑張ると、そういったことのお答えをいただきました。個別については、先ほど

もお話ししましたように、私の顔を見て、地元のバイパスについても触れられましてお答えをい

ただいた状況でございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 私は、圏央道の後に国道６号を土浦までは複線化が進んでおりますが、牛久のほうもまだ、茎

崎もまだ事業化になっていないところがありますけれども、そういうところで石井大臣もこの地

域にご配慮いただけるようなご期待を申し上げる次第であります。 

 その将来的な複線化が実現すれば、私が申し上げているような騒音振動、市街化区域に面して

いる国道６号沿いの住環境がよくなることとは思いますが、それまではやはり年数もかかること

ですので、行政は暫定措置として、その騒音振動の軽減に努める責任があろうかと思う次第でご

ざいます。 

 私の現在住んでいるところから100メートルほどのところで土浦市が測定したものが要請値を
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超えていた。しかし、それを根拠としてかすみがうら市が二次的な本調査を測定することができ

ないという行政の縦割りの弊害があるんですが、土浦市とかすみがうら市の境のところに中貫で

はかったわけですよね。それをいただいて、かすみがうら市がそれをもとに二次調査をするとい

うことは、これはルールとしてできないのですか。逆に、そんなことがあったとしたら、何のた

めに茨城県は市町村に権限移譲したのかということで非常に不条理だと思うんですが、根本部長、

いかがですか。 

○議長（藤井裕一君） 

 環境経済部長 根本一良君。 

○環境経済部長（根本一良君） 

 お答えいたします。 

 騒音規制法では、測定の結果、限度を超えていることにより道路の周辺の生活環境が著しく損

なわれると認められるときは、騒音規制法第17条１項及び２項の規定により、県の公安委員会へ

要請や道路管理者に対し意見を述べることができるとされております。 

 議員のご指摘のとおり、権限移譲により市町村単位での測定、環境基準への達成度の考えがあ

り、メリットとしましては、測定場所や地点など望ましいところでの測定が可能となり、より詳

細な環境基準達成度を把握することが可能となる一方で、今回のような行政界が逆に弊害になっ

ている現況があることは否めない事実と感じているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 暫時休憩します。約10分間の休憩をします。 

休 憩  午前１１時０４分 

──────────────── 

再 開  午前１１時１４分 

○議長（藤井裕一君） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 バイパスができるまでの間に、行政として騒音振動に暫定措置として随時努めていただきたい

ということで、騒音のことについて、あわせて振動も伺ったわけですが、先ほど工事現場等の振

動としても、予算の確保も含め計画されている旨のご答弁が先ほどありましたが、向こう５年間

は、予算もこれから審議するというところで騒音の調査計画は５年ももう決めちゃっているとい

う。私が幾ら訴えても、改めて振動の測定を対応していただけないような話を担当の課長も言う

わけですが、なぜその５年間の計画を事務方だけで決めちゃって、それは譲れないというのか、

そうなれば、私も徹底抗戦するしかないのかなと思うんですけれども、この理由は何なのでしょ

うか。向こう５年間、振動の計画をもう決めているということなんですが、ご答弁いただけます

か。 

○議長（藤井裕一君） 

 環境経済部長 根本一良君。 
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○環境経済部長（根本一良君） 

 それでは、お答えいたします。 

 ５年ローテーションとした理由は、環境省水・大気環境局の自動車騒音常時監視マニュアルに

おいて「監視の頻度は、原則として５年以内でローテーションを組むが、地方公共団体の判断に

おいて地域の個別の事情に応じ弾力的に設定する」とするものでございます。ちなみに、権限移

譲前の茨城県においては、10年ローテーションで実施しておりました。これは５年を超える期間

でも大規模開発や大規模分譲住宅の建設が大など、沿道状況がほとんど変化しない地域において

は、６年から10年間隔としてもよいとマニュアルにあるものでございます。 

 今後の市のローテーションにつきましては、土浦市における調査結果などを参考に、国道６号

における測定場所や調査の時期などを検討してまいりたいと考えているところでございます。 

 以上、担当課長と十分協議した結果の答弁でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 ５年計画はあるものの柔軟に対応しますというような趣旨だと思うんですけれども、特に夜中

に、経費節減のために、有料道路を走らずに夜中の２時から４時にかけてたくさん積載したトラ

ックが国道６号を走っているわけでございます。そういった現状もよく柔軟に対応していただい

て、そういった結果をもとに、法定の意見として国に早くバイパスをつくってくれと要請できる

ように対応していただきたいと思います。 

 国道６号がこういう渋滞、慢性化の状況でございますので、定住化促進を図ろうと思っても、

やはり東京都の流れがアクセスが悪ければ東京に住まざるを得ない状況でありますから、やはり

東京に何度か行くにおいても、毎日出勤するにしても、アクセスがよくなければ、東京一極集中

を解消して地方創生ということに結びつくにはなかなか難しいかなと思います。 

 いずれにしても、行政の縦割りということで、先ほど行政間、違うところで測定したものが引

用できないという、これは私はまさに行政の瑕疵であろうと思いますので、そのあたりは是正し

ていただくように努めていただきたいと思います。 

 次に、給食に関連した質問について再質問をさせていただきます。 

 私は当然のごとく、放射能の最低限の安全確認をして保育所も学校も子どもたちに食べさせて

いるとは思うんですけれども、私はその消極的な観点ではなく、積極的な観点でもお尋ねしてい

るんです。 

 その前に、コンビニなどで皆さん食品表示などを見たことがあると思うんですが、コンビニで

さえも、レジ前にある商品の食料の原産地から最終加工地まで看板に書いてあるんです。今はそ

ういう時代なんです。それにもかかわらず、現状でいうと、子どもたちに前もって産地も表示で

きていない、子どもたちは安全であろうということだけで食べている。私は、これはもう時代に

そぐわないのかなと思います。しかし、るるご答弁ありましたとおり、いろいろ手続上に効率が

悪くなるところをご心配されての先ほどの答弁だとは思うんですけれども、私は積極的な視点か

ら思うと、やはり先進事例としてかすみがうら市が取り組む価値があると思うんです。その産地

をあらわすということは、それぞれの産地をかみしめながら、子どもたち、そして市外からも通
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われている先生方が、ああ、このどこどこ産の米は、野菜は、肉はうまいなと、ここの産地はい

まいちだなと思いながら食べていただくこと、そういった土俵をつくって、その中にかすみがう

ら市の農産物が、いかにベンチャーしていくかということが取り組んでいただければ、かすみが

うら市が掲げております「湖山の宝」、坪井市長が掲げている地場産業という点でマッチしてく

るのではないかと、私は申し上げているんです。すぐさまかすみがうら市産を使えよと、これは

なかなか値段、品質の点で問屋納入業者さんと折り合いつかない部分があると思います。初めか

らそこにかすみがうら市産を使えよと言っているのではないんです。地産地消をやれよと言って

いるのではありません。そこに入り込めるようなディテールの地場産業の野菜、肉、水産業も含

めて、そういうものの土俵に入るために産地を開示するべきだというふうに私は唱えているんで

す。その産地が食べる前に表示されて、そこで、ああ地元かすみがうら市の第１次産業の方、み

んな頑張っているなと、市外から来る先生方、さらには子どもたちも純粋にかすみがうら市おい

しいねと思ってもらえるような環境で、私は臨むべきだと思うんですよね。 

 その中でやはり、かすみがうら市おいしいと言ってくださらなければ、「湖山の宝」と掲げて

いる看板を、私は下げるほかないと思うんですが、やはりかすみがうら市が「湖山の宝」という

のであれば、自信を持って学校給食、保育の給食の中でメニューの中に産地を表示して、その中

に勝負できるような、そういうことがやはりかすみがうら市の市長が目指すポリシーだと思うん

ですが、市長、いかがですか。 

○議長（藤井裕一君） 

 市長 坪井 透君。 

○市長（坪井 透君） 

 ただいまのご提言について私も同感でございます。 

 まず、米トレーサビリティ法からいうと、基本的には国産、外国産。国産であれば県産表示が

今の段階では義務づけられているところかなと認識しておりますが、そういう中で、私どもかす

みがうら市はまさに農業県でございますので、子どもたちの地域に対する愛着、あるいはまた食

育、あるいは地域の産品のＰＲ・振興、そういった面から見ても、地域の食材を使うことは大変

有効な手段であって大事なことだというふうに思っています。 

 ただ、当然、給食単価の関係がございますので、その辺と納入業者とかの関係がございます。

その辺も含めていろんな形で少し整理をしながら、例えばスポット的にも現在も使ってはいるん

ですが、特に特産品なんかについては少しポイントをつくって、それを子どもたちに表示をして、

そして自分たちの地域のよさを知ってもらう、地元の特産品を知ってもらう、そういった取り組

みについて非常に大事なことなんで、そういったものについて少し前向きな形で検討させていた

だきたいというふうに考えています。そんな形でよろしくお願いしたいと思います。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 前向きなご答弁ありがとうございました。 

 事務的に納入業者の方がいろいろなところから仕入れるわけです。ですから、産地はもちろん

どこどこ産が３割、どこどこ産が５割、どこどこ産が１割とか、そういう表示でもいいと思うん
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です。間際になって納入できないから、その仕入れが変わることはあくまでも予定として、原則、

表示したっていいと思うんです。市長が全面的に切りかえるということよりは検討していきたい

というようなご答弁でしたけれども、例えば１カ月のうち、この月は食べる前に産地を全部開示

する、そういうことも取り組みの一つだと思うんですけれども、何か法令等の中で、産地、食べ

る前に産地を出すということが何か差し支えはあるんですか。教育でも保健福祉部でもどちらで

も結構なんですが。 

○議長（藤井裕一君） 

 保健福祉部長 金田克彦君。 

○保健福祉部長（金田克彦君） 

 議員さんがおっしゃるようなところでは、特に差し支えがないかと思われます。 

 ただ、食材につきましては、毎日その日のうちに食材を購入して、給食をそれからつくるとい

うようなことでございますので、前もって食材の産地を公表という部分ではなかなか難しい部分

があるのかなというようなところでは考えています。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 だから、毎日は無理だから、この日は開示するからなと、栄養士、調理師の皆さんのご協力と

ともに、納入業者にも、前もってここは開示するからと、この日は開示するからなと、そういう

取り組みを部分的にやったっていいと思うんですよね。やはり、開示すれば納入業者だってかす

みがうら市の取引に配慮するわけですよね。そういう部分でも活性につなげていくべきだろうと

私は思う次第であります。ぜひ「湖山の宝」と言っていることと裏腹に、産地は食べる前にあら

わせないという、この矛盾をぜひ解消できるように今後取り組んでいただきたいというふうに、

心から願うところであります。 

 続いて、観光交流センターのことについて再質問をさせていただきます。 

 今さらながらではありますが、１億5000万円の建坪大きい建物でございますが、私は個人的に

は、神立の区画整理の一角に、あの大きさは無理でしょうけれども、単価を駅前相当に絞ってい

ただいてやっていただければ、日立グループの皆さんもいろいろもっと日立グループさんにおつ

き合いの業者さんを初め、近隣の事業者さんの目にとまるような形でできたと思いますが、もう

歩崎公園に建ててしまったわけですから、そういう中で非常に関係担当の皆さんはご苦労をされ

て、この新年度に観光ＤＭＯとして取り組まれるということで、このご努力は大変称賛に値する

なというふうに私は思います。１年の空き家になってしまったものを取り返すためにも、いささ

か議会の承認等を得るためには性急等は否めないんでありますけれども、この短期間で交渉をま

とめたということを、私は敬意を表したいと思います。 

 そこでお伺いしたいんですが、この１年間未利用があったんですが、半分、50％補助を出して

いただいている国からの指導はあったんですか。 

○議長（藤井裕一君） 

 環境経済部長 根本一良君。 

○環境経済部長（根本一良君） 
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 交流センターの未利用につきましては議員も御存じのことでありますけれども、これまで２回

公募を行いましたが、残念ながら出店者が見つかりませんでした。その後は、イベント的に物産

の販売等は行ってきた経過がございますけれども、国のほうへもその状況は伝えてありましたが、

担当レベルでは、早急に出店者を探すよう指導をいただいているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 国の指導があったのかどうかちょっとわからない、つかみにくい答弁だったんですけれども、

その農水部門に限らず取り組んでいるということは、議会も含めての評判で、国からはお察しい

ただけているのかなというふうに認識したいと思います。 

 今度は、三セクよりもさらに独立性の高い運用で、ＤＭＯでやるということなんですけれども、

これが今後成功するか失敗するかという岐路に立つわけですけれども、いずれにしましても原則、

その決算の内容について以外は、この議会も含めて、例える言葉であれば民事不介入のようなス

タンスの運用となるんですが、そういったポリシーは今後いろいろ運用の面は進めておられます

けれども、そういったポリシーも、税金を投入するからには公平性を保つためには必要かと思う

んですが、それはどのような取り組みを今後考えられておりますか、伺います。 

○議長（藤井裕一君） 

 市長公室長 木村義雄君。 

○市長公室長（木村義雄君） 

 今回の法人の設立の目的でもございます。今回は地域資源を活用してさまざまな事業を展開す

るということが、地域産品を活用した作業の実現、あるいは地域における雇用の創出を目的とし

ているものでもございます。行政単独ではノウハウという点からはなかなか事業化が難しいこと、

また、民間企業単独で事業を行うに当たっても、先ほど環境部長のほうからも答弁がありました

ように、応募する民間団体等もなかったというような状況でもございます。そういう観点から、

今回法人設立の考え方になったわけでもございますが、まずは事業を軌道に乗せることが観光交

流人口の拡大、あるいは地域産品の生産振興や６次化、さらには意欲ある生産者が地域全体に広

がっていくというようなことでもございます。 

 ご指摘でもあります行政の民事不介入という点からしても、今回は公平性、公益性を持ったも

のというふうに、私は認識をしているところでもございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 ぜひポリシーを組み立てて、もうかれば今度は逆にうちも入れてくれとか、もうからなければ

市長の責任だとか、いろいろ意見が出てくるとは思うんですけれども、いずれにしましてもポリ

シーがちゃんと整わなければ、そこで市長もお答えすることもなかなか難しい。ただ単に全部市

長の責任だというのか、そうするとまた、今までの市の取り組み、事業団体の取り組みとは異な

ってくると思いますので、そのあたりを精査していただきたいというふうに願うんですが、その
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決算が、これまでの答弁にあったかと思うんですが、何期かはもう赤字で見込んで、何期目から

は黒字を目指したいということであろうかと思うんですが、市からの出資者の代表は市長ですか

ら、それとして、やはりそれ相応の責任を持つわけですので、ぜひこのかすみがうら交流センタ

ーが歩崎という場所にめぐり合わせたからこそ、親心を持ってかすみがうら市全体だけでなく、

茨城県にも活躍できるような施設となることを切に願いまして、最後の市長の政治姿勢の再質問

をさせていただきます。 

 先ほどのご答弁の中では出てこなかったんですが、私も何回か伺っても、市長の立場はもちろ

ん苦しいのはわかっております。やはり検討という言葉を発するに当たっては、前後にどのよう

に検討するということのフレーズを各部から吸い上げて、それをしっかり、例えるならばキャッ

チコピーとしてどういう検討だと、そういうご答弁を私はこれまでいただきたかったんですが、

なかなか仕事も忙しいようでして、市長ご自身も思ったように答えられていないという感触もあ

るのかもしれませんが、改めて私も厳しいようですが、こういった質問をさせていただいており

ます。 

 ぜひこの検討という言葉の使い方を、市長だけではなく副市長、各部長さんを交えて、どうい

う検討にするかというポリシーを持ってご答弁いただきたいと思うんですが、市長もそういうこ

とで私は曖昧じゃないかということでただしているんですが、そういう中でも新治広域の環境ク

リーンセンターから霞台厚生施設に、20年経過する中で、今度単独事業で６億円を10年、20年重

ねるよりは、霞台厚生施設に切りかえてやっていったほうが市民の負担が軽くなるという、そう

いうかじを切っていただいたことは、私は評価したいなというふうに思っております。 

 これに限らず、ほかのジャンルにおきましても、ぜひかじを切るか、いやそのまま真っすぐ進

むか、そういうことでこのように検討してまいりたいという市民目線でも納得いただくような検

討に、言葉を変えていただきたい。今のままですと、私は非常に市長が任期中だけの責任とか、

事業の借金は背負わないとかいろいろ市長のお立場はありますけれども、私は市長がここで答え

る検討というのが、どうも消極的に、打算的に私の心の中に来るんですよ。そうではなくて、再

三言っているとおりに、健気な子どもたちに夢や希望を持っていただけるようなリーダーシップ

を、もっと１割増し、２割増しで、もっとご答弁いただきたいというふうに願うわけでございま

すけれども、市長、どうですか。もっと前向きな検討のご答弁、今後も残り２年間の中でいただ

くことは可能ですか。 

○議長（藤井裕一君） 

 市長 坪井 透君。 

○市長（坪井 透君） 

 ただいまの古橋議員からの大変力強い叱咤激励をいただきまして、私も改めて新たな気持ちを

持っているところでございます。ご承知の検討も、皆さん方からいただいた提案につきまして、

当然消極的な検討と積極的な検討と両方あると思うんですが、その検討の状況については、具体

的にもう少しお話できるような形での判断を。トップの仕事というのは、確かにここでしゃべる

こと、そして市民に夢を与えることは大変大事でありますが、大局から見て、私はトップの仕事

は、判断をして責任を持つということに尽きると思っております。そこはしっかりと責任を持っ

て、この市の将来のために決断をしてまいりたいというふうに考えておりますので、これからも
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ご指導とご協力を賜りたいと思います。ありがとうございます。 

 以上でございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 ぜひとも前向きな市民が喜ぶような検討をするためには、ボトムアップとして、各部長さん皆

さんが、「市長、こういう検討でお願いします」と前もって市長に伝えられるように、今後努め

ていただくことを切に願いたいところであります。 

 国のほうも衆議院の予算案が通過したという新聞報道もありますけれども、特に政党の好き嫌

いなしに現在の総理大臣が一定の支持をある程度保ち続けているというのは、やはり反省すべき

ところは反省する、その検討というものも具体的な方法を示している、だからこその支持だと私

は思うわけであります。坪井市長も現在の総理大臣と同じく、一時のブランクを空けての２期目

でございます。いろいろそのブランクの中で培った力を、今後のかすみがうら市のために力を注

いでいただくことを切にお願い申し上げまして、私の一般質問を終わりたいと存じます。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君の一般質問を終わります。 

 暫時休憩します。 

休 憩  午前１１時４２分 

──────────────── 

再 開  午前１１時４３分 

○議長（藤井裕一君） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 続いて、発言を許します。 

 12番 中根光男君。 

［１２番 中根光男君登壇］ 

○１２番（中根光男君） 

 平成28年第１回定例会に当たり、通告に従いまして一般質問をさせていただきます。 

 最初に、不登校児童の状況と適応教育についてお伺いをいたします。 

 教育的問題は国民的課題となっております。非行、校内暴力、登校拒否、無気力症など教育荒

廃が論議されております。学校や家庭ではそれぞれの立場から必死の取り組みをなされておりま

すが、いまだ確たる処方箋が描かれていないのが実態であります。荒廃の根はそれほど広く、深

い状況にあるのが現状であります。私は、常に机上論ではなく現場主義に徹し、児童と対話し、

解決方法を模索しているからこそ、荒廃の厳しさを命で感じております。児童はよい方向にも悪

い方向にも向かい行く可能性の当体であります。広く教育に携わる者として重要なことは、どれ

ほど深く強く、一人一人の創造性を信じ、温かく育み、粘り強くかかわるかが重要であります。

さらに、教える側の努力が不可欠であります。忍耐、勇気、愛情が必要であります。心豊かな児

童を育成するには、教員の資質を高め、学校教育の内容、学校の機能、役割を充実しなくてはな

りません。家庭、学校、行政の総合力で対応する方向への立案が大切になってまいります。 


